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国際航業ホールディングス株式会社との 

協業に向けた検討の結果について 

 

当社は、平成 22 年 3 月 31 日付け「国際航業ホールディングス株式会社との協業に向け

た検討に関するお知らせ」において公表いたしましたとおり、国際航業ホールディングス

株式会社（以下「国際航業ホールディングス」といいます。）との間の協業に向けた検討、

協議を重ねて参りました。その結果として、本日開催の当社取締役会において、国際航業

ホールディングスとの間でとりまとめた「国土情報サービス」の基本的な構想に基づき、

引き続きその実現に向けて検討を行うことを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1．経緯 

当社及び国際航業ホールディングスは、平成 20 年 12 月 18 日付けで覚書を締結し、

当社、国際航業ホールディングス及び国際航業ホールディングスの子会社である国際

航業株式会社の経営トップを含む各々複数名により構成される検討委員会を設置し、

防災・環境等の分野における協業に向けた検討・協議を開始いたしました。 

その後、検討委員会において検討・協議を重ねるなかで、各社が保有する航空写真

等の相互販売を開始、平成 21 年 7 月には新規事業創出に関する協業体制の構築に向け

た国土情報に関する共同研究会（国土情報研究会）を発足し、災害と国土情報、環境

等のテーマの下に共同研究を行ってまいりました。 

「国土情報サービス」とは、社会基盤施設や災害等の時系列を含む情報を広く集約

し、効率的に高度な社会基盤の維持管理を実現するとともに災害発生時には速やかな

被害状況の把握や復旧計画の立案、社会基盤の再建を可能とするもので、国土情報研

究会において検討を重ねる中で社会基盤の情報インフラとしての必要性について共通

認識を持つに至り、その基本的な構想を取りまとめたものです。 
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両社は我が国の国土を大局的に保全するという両社の社会的使命に基づき、「国土情

報サービス」を実現することが、両社の社会的責務及び貢献度の高い防災、環境の分

野での新たな事業創出にも役立つことから、その実現に向けた検討を進めていくこと

としたものです。 

 

2．業績に与える影響 

今期の当社の連結決算に与える影響はございませんが、今後の検討の進展状況によ

り影響が発生する場合には、その都度お知らせいたします。 

 

以 上 

 


